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栃木県の派遣状況（衛生関係） 

① 保健師等 

医師及び保健師、宮城県に派遣 

・期間：4/30 から6 月下旬 

・業務：被災地避難所等の避難者への
健康相談活動、心のケア等 

・派遣先：亘理郡亘理町 

・5/30 から宇都宮市と合同で派遣 

 

② 心のケアチーム 

医師、保健師等、福島県に派遣 

・期間：5/9 から6 月中旬 

・業務：避難所における診療及び心の
ケア等 

・派遣先：相馬市 

 

 

 

③ 診療放射線技師 

診療放射線技師を福島県に派遣 

・期間：6/10 から7/2 及び7/16 から7/18 

・業務：福島第一原発から半径20 ㎞圏内
への一時帰宅者に対するスクリーニング
等 

・派遣先：福島県内のスクリーニング会場 

 

 

④ 獣医師等 

獣医師等を福島県に派遣 

・期間：7/5 から7/8、7/29 から8/1 

・業務：福島第一原発から半径20ｋｍ圏内
に設定された警戒区域におけるペットの
保護回収 

・派遣先：南相馬市 
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全国衛生部長会が研究事業として実施 

６月２２日現在の状況を聞くアンケート調査 

東日本大震災にかかる保健師、医師、管理栄
養士等の派遣状況調査 

被災地への支援を通じて把握した被災地の課
題等の調査 

全国の派遣状況（衛生関係） 
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平成23 年6 月22 日時点での被災地への支援状況 
「気仙沼市」が23 件と最も多く、次いで、「石巻市」が17 件、「陸前高田市」が
13 件となっていた。 
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指摘された課題（例） 

被災地の自治体は疲労しているので、問題を共有し
ながら支援する側の自治体が連携し、支援の方向性
を提案する必要がある。 

重複を避け、効率的に活動を行うことができるよう、全
体を掌握し調整を行う機能が必要。 

活動の引継ぎ方法の工夫が必要。 

継続的に支援できる派遣体制が必要。 
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複雑な自治体間調整（４月６日時点） 

福島県庁 

        二本松市 

厚生労
働省 

長崎県 

川崎市 

浪江
町 

生駒市 
大学・民
間医療
チーム 

支援 要請 

一般事務 

医師・保健師・ 
ＰＳＷ  

保健師 

調整 

川崎市健康福祉局医務監  坂元昇 氏 作成 
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今後必要とされる検討 

１．被災自治体が喪失している能力をいかに補うか 

  ・被災状況・支援ニーズの把握 

  ・保健・医療活動（災害時、一般） 

  ・被災地に派遣される他自治体からスタッフの調整 

  ・中長期的な復興計画の策定 

 

２．被災自治体が必要とする人員をいかに確保するか 

  ・災害救助法に基づく派遣（国との調整が必要） 

  ・自治体間の相互援助協定 

  ・職能団体、学会、ＮＰＯ等有志の団体の援助 

  ・被災自治体におけるの緊急雇用 
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